














South Korea’s Agricultural Income Growth Policies since the 1960s: 
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速な経済発展を遂げてきた中国の場合、2011 年時点での農村住民 1 人あたり平均年間所得は
















 National Bureau of Statistics of China 
http://www.stats.gov.cn/english/PressRelease/201201/t20120130_72113.html （2015 年 7 月 24 日参照） 
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は言いがたい。それにもかかわらず、本格的な工業化が始まった 1960 年代以降、1990 年代に
至るまで、農家の所得水準が都市勤労者6の世帯所得とほぼ同水準を維持してきた。グラフ序-1
で示すように、1960 年代以降、農家の世帯所得は都市勤労世帯の所得とほぼ同水準を確保して
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 国土地理情報院 http://www.ngii.go.kr/kor/board/view.do?rbsIdx=103&idx=66（2015 年 7 月 24 日閲覧） 
5
 農家一戸あたりの耕地面積が統計に記録されはじめた 1975 年段階では、全国の農家約 237 万戸に
対し、総耕地面積は約 224 万 ha であり、一戸あたりの耕地面積は 0.94ha に過ぎなかった。その
後、後述する大規模化政策などを受けてこの零細性は徐々に緩和され、2009 年の耕地面積は一戸



















年度 1963 1965 1970 1975 1980 1985 
勤労者所得 71 101 338 786 2,809 5,085 
農家所得 93 112 253 872 2,693 5,736 
年度 1990 1995 2000 2005 2010  
勤労者所得 11,319 22,933 28,643 35,930 48,092 




















表序-1：韓国の農家 1 戸あたりの構成員数 
年度 1960 1970 1980 1990 
農家世帯数(A) 2,329,128 2,483,318 2,155,073 1,767,033 
農家人口(B) 14,242,489 14,421,730 10,826,508 6,661,322 
(B/A) 6.11 5.80 5.02 3.76 
年度 1995 2000 2005 2010 
農家世帯数(A) 1,500,745 1,383,468 1,272,908 3,062,956 
農家人口(B) 4,851,080 4,031,065 3,433,573 1,177,318 




（2015 年 8 月 2 日閲覧） 
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 『農民新聞』2015 年 3 月 23 日付 
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第 7 章までは、本格的な工業化が始まった 1960 年代以降の韓国の農業政策について、時代ごと







じる。続く第 5 章では 1980 年代の韓国農政を取り上げ、農産物貿易の自由化をにらみつつ、政
府が大型農業機械の導入などによる農業生産性向上に取り組んだ過程を論じる。第 6 章では、






第 7 章までの議論を踏まえ、第 8 章では、韓国で都農間格差縮小に向けた政策がとられた政






































































































































のであったと論じ、これを 17 世紀から 18 世紀にかけての西欧諸国で見られた重商主義と重ね
合わせ、新重商主義国家であると論じた。この議論は、韓国の経済発展において国家が積極的





































このように、1980 年代後半から 1990 年代にかけての研究が客観的な統計データに反する議
論を展開していた背景としては、民主化以降、保守派と進歩派による極限的なイデオロギー対
                                                        
2
 例えば韓国の公的年金制度は、1961 年に学校教員と軍人、公務員を対象とする形で創設され、1976

































































































きた。こうした中で SaKong and Koh（2012、pp. 102-104）は、1960 年代以降、韓国政府が
工業部門に集中的な投資を行い、その育成を図ったとしつつ、1970 年代には農村近代化政策で
あるセマウル運動を進めたと論じている。そして、政府は工業化を推進する一方で、農村近代
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 日本の高度成長期を論じた Johnson（1983）がタイトルに‘The Japanese Miracle’と記したり、東
アジアの急速な経済成長を取り上げた世界銀行のレポート（World Bank、1993）が‘The East Asia 













上記の SaKong and Koh（2012）、およびキム・ジョッキョ（2012）についてさらに指摘し
ておくべきは、1948 年に大韓民国が成立して以降の産業政策および経済政策を論じている両者
が、ともに農政についてごく限られたページ数しか割いていないということである。SaKong 
and Koh の文献は 270 ページ、キム・ジョッキョの文献は 350 ページから成っているが、前者
が農政に直接言及したのは 3 ページ、後者も 6 ページのみである。このごく限られたページの
中で、両者は 1970 年代のセマウル運動にのみ焦点を当て、その前後の農政にほとんど筆を割
いていない。こうした傾向は政治学においても同様で、キム・イリョン（2004）は、そのタイ
トルを『建国と富国』とし、1948 年の大韓民国成立から 1970 年代の経済成長までを論じてい
























産業政策は、1962 年に始まり、1996 年までの 7 次に渡る 5 カ年計画の下、政府、中でも経済
企画院による緻密なプランニングに基づいて遂行されたものであった。例えば、1970 年代に行
われた重化学工業の振興は、一見すると当時の韓国の国力に比して無謀な試みであったように


























 農村経済研究院の沿革については同院ウェブサイト http://www.krei.re.kr/web/www/106 を参照
















代以降においても見られる点を指摘している。1970 年代から 80 年代にかけて韓国国内の農村
数カ所に住み込み、文化人類学的な観点から農村生活の変遷を追った嶋（1985）は、韓国経済
が発展する中で農村の生活も近代化されていき、上下関係に厳しい儒教的秩序が農民の中から
徐々に薄れていった過程を描写している。この中で嶋は、1970 年代から 80 年代にかけて、政
府による農業・農村政策が農村住民の生活を近代化させる中、農村住民と大都市部との精神的
な距離が縮まっていった点を描写している。 





































第 3 節 比較研究における韓国農業・農政への認識とその課題 
 
1970 年代以降急速な工業化を遂げた韓国は、同時期に同じく急成長を実現した香港、台湾、
およびシンガポールとともにアジア NIEs（Newly Industrialized Economies：新興工業経済
地域）と呼ばれ、特に 1990 年代以降、社会諸科学における国際的な関心対象となった。アジ
ア NIEs をめぐる研究の火付け役になったものとして、Vogel（1993）、および世界銀行による
レポート‘The East Asian Miracle: Economic Growth and Public Policy’（World Bank、1993）
が挙げられる。Vogel は、アジア NIEs が世界でも稀にみる速さで工業化を実現した経緯を論
じ、また世界銀行のレポートはアジア NIEs やタイ、マレーシアなどの東南アジア諸国が高い

















































































































ト上の情報のみに依拠することには限界があるため、2011 年 9 月、2012 年 5 月、2013 年 1 月、
2013 年 7 月、2014 年 3 月、2014 年 6 月、2014 年 8 月、2015 年 3 月、および 2015 年 8 月の 9
回に渡って韓国を訪問し、国立中央図書館、国会図書館、朴正煕大統領図書館などの資料所蔵
機関において研究資料を収集した。また、このうち 2014 年 8 月の訪韓では全羅南道羅州市、ソ
ウル特別市、および大田広域市の各地に設けられた農業技術センター8においてインタビューを
行った。当該インタビューの結果は、第 7 章における参考資料として活用した。インタビュー
対象者のリストは、付録の表 5 に記した。 
本研究では政府機関による刊行物や政府機関のウェブサイトに掲載された情報を多く用いた
が、このうち 1948 年から 1960 年までの李承晩政権期に行われた農業・農村政策については、








1960 年代から 1990 年代までの政策については、まず、韓国政府が 7 次に渡って発行した経
済開発 5 カ年計画および 4 次に渡って発行した国土総合開発 10 カ年計画を参照した。経済開発




















表 1-1：経済開発 5 カ年計画 
計画名 開始年 終了年 
第 1 次経済開発 5 カ年計画 1962 1966 
第 2 次経済開発 5 カ年計画 1967 1971 
第 3 次経済開発 5 カ年計画 1972 1976 
第 4 次経済開発 5 カ年計画 1977 1981 
第 5 次経済開発 5 カ年計画 1982 1986 
第 6 次経済社会発展 5 カ年計画 1987 1991 
新経済 5 カ年計画 1993 1997 
出典：政府発行の各 5 カ年計画をもとに、筆者作成 
注：第 6 次計画は、経済社会発展 5 カ年計画と名付けられた。また第 7 次計画は、金泳三政権
の政権公約という側面も兼ね、名称も新経済 5 カ年計画とした上で作成・発行された 
 
表 1-2：国土総合開発計画 
計画名 開始年 終了年 
第 1 次国土総合開発 10 カ年計画 1972 1981 
第 2 次国土総合開発 10 カ年計画 1982 1991 
第 3 次国土総合開発 10 カ年計画 1992 2001 
第 4 次国土総合開発計画 2000 2020（予定） 
出典：政府発行の各 10 カ年計画をもとに、筆者作成 






































れるようになった時期に当たる。この時期は、1996 年の OECD への加盟に見られるように、韓
                                                        
9
 統計庁の調査によると、2014年における韓国農家 1世帯あたりの兼業所得は 375万ウォンであり、
これは同じ年の農家所得 2650 万ウォンの 2 割にも満たない。国家統計ポータル
http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=F#SubCont（2015 年





4 つ目の転換点は、2000 年代に入り、1960 年代以来減少し、かつ高齢化する一方だった農業従
事者が帰農・帰村者、つまり都市住民の農村移住によって補充されるようになった時期である。 
先の章でも紹介した本論文の各章は、基本的にこの時期区分に基づいて構成されている。具
体的には、まず第 2 章で工業化以前の農政を扱った後、第 3 章で工業化の開始から 1 回目の政
策転換までの農政を見る。続く第 4 章では、1970 年代の農政、すなわち 1 回目の政策転換から
2 回目の政策転換までの時期を見ていく。主に 1980 年代を扱う第 5 章は、2 回目の政策転換か
ら 3 回目の政策転換までの時期を見るものである。そして、親環境農業を論じる第 6 章は、3
回目の政策転換の後を見るものであり、都市住民の帰農を扱う第 7 章は、4 回目の政策転換の
後を見るものである。 


































































                                                        
1
 李氏が朝鮮半島全土を平定したのは 14 世紀末の 1392 年であるが、この時の権力掌握は李成桂が
高麗王に即位する形で行われたものであり、李氏が明によって朝鮮王に冊封され、朝鮮王朝が名
実ともに成立するのは 15 世紀初頭である 1401 年に入ってからのことである。 
2
 長らく朝鮮王朝は国号を朝鮮と称し、君主を朝鮮王と称していたが、宗主国である清が日清戦争





























付けるように、農林部の傘下団体・韓国農村経済研究院が 2014 年 10 月に行った意識調査では、
調査対象となった現役農家経営主のうち、29.8％のみが「子女が農業に就労したいと希望した





































































最低でも 3 年、長い栽培期間を要する作物については 7 年以上とすることを規定し、地主、特
























第 3 節 大韓民国政府樹立と農地改革 
 












る土地台帳未登録農地は 79,323 町歩8と、朝鮮全土の農地 4,475,326 町歩のうち約 1.7％を占め
ていた9。逆に言えば、朝鮮の農地の約 98％は、所有者こそ変わったものの、朝鮮農地令に基
づく小作農制度を基本的に維持したまま、アメリカ軍政期を経て 1948 年 8 月の大韓民国政府樹
立後へと継承されたのである10。 
韓国政府は、樹立直後の 1948 年 9 月に招集された第 1 代国会11に対し、小作農制度を解体し、
全農民の自作農化を図る農地改革法案を提出した。この農地改革法案は、審議過程で条文の一
                                                        
8












区切りとして、代数を付すことで時期の区分を行っている。1948 年 5 月に制憲議会選挙として議


























このような背景の下で制定された農地改革法に基づき、翌 1950 年から 1953 年にかけて、大
韓民国実効支配下における農業用地の全面的自作農化が進められた。全国の農地のうち、日本
統治時代に制定された朝鮮農地令に基づき、不在地主が保有、在村管理人が管理・運営してい












 李承晩の 1 期目在任中に憲法が改正され、2 期目以降の大統領選挙は国民による直接選挙方式に







率は、表 2-1 に示される通りとなった。1945 年を境に朝鮮の統治主体が変わったため、統計の
集計者が同一ではなく、また朝鮮戦争前後の混乱期について信頼性の高い統計が得られていな
いという制約はあるが、この表からは、日本統治時代朝鮮の全耕地面積の 8 割以上を占めてい




年 度 1935 1938 1945 1960 
自作 19.2 19.0 13.8 73.6 
半自作 25.6 25.3 34.7 19.6 
小作 55.2 55.7 48.7 6.8 
単位：％ 
出典：1935 年・1938 年＝企画財政部（2013）、1945 年＝朝鮮銀行調査部（1949）、1960 年＝韓
国農村経済研究院（1988） 








































国民総生産は 1950 年代を通じて 100US ドルに届かず、朝鮮戦争の休戦を経てアメリカから供
与された経済支援も、後述のように戦災からの復興という役割を果たすにとどまった（ブゾー、
2007、pp. 161-162）。農村部の場合、朝鮮戦争の前後に北朝鮮からおよそ 10 万人の越境者が流
入していたが、これらの人々を含め、農地改革時に大韓民国の施政下に居住していた全ての農
業経営世帯に自作農地が割り当てられた。そのため、農地改革終了翌年の 1954 年時点の統計に
よると、全国 223 万戸の農家のうち、耕地面積が 1 町歩19以上の農家は 47 万戸と 2 割強に留ま












 1 町歩=10 反=0.99ha。 
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かつ専業農家世帯の構成員数は約 1294 万人であり、専業農家 1 世帯あたりの構成員数は平均
5.75 人に達していた22。なお、2010 年調査においては、農家世帯数 117 万戸に対して農業人口
は 306 万人であり、農家 1 世帯あたりの構成員は 2.6 人にまで減っている23。つまり、農地改革












ャン、2003、pp. 576-577）25。更に、朝鮮戦争では韓国側の兵力は 100 万人以上が死傷したが、






































































してプマシが行われていた。プマシとは、A と B という二つの農家が農繁期の収穫作業を数日















第 4 節 アメリカによる食糧援助とそこからの自立 
 
1953 年に朝鮮戦争の休戦が成立した後、戦火によって大きな損害を被った韓国は、アメリカ
から経済支援を受けて戦後復興に乗り出すようになる。既にアメリカ政府は、1945 年 8 月の
朝鮮総督府解散・軍政庁発足以来、朝鮮半島南部に対して食糧援助および工業原材料の供与と
いう経済支援を実施していたが、休戦成立後、本格的な戦後復興を支援するべく、その規模を
大きく拡大させた。1953 年以降 1961 年までの間、アメリカ政府は 2005 年現在の価値にして
100 億ドルを上回る規模の経済支援を行い、これは同期間における韓国の輸入総額の 69％にも









持続的な発展につながるものとはならなかった。1953 年時点で 66 ドルであった 1 人当たり国
内総生産は、1958 年には 80 ドルにまで伸びるものの、翌 1959 年は 81 ドル、そして 1960 年
には 79 ドル28と頭打ちになってしまう。 
この時期のアメリカの対韓援助は、大きく分けて 3 つの分野から構成されており、1 つ目が
食糧援助、2 つ目が工業部門育成のための援助、そして 3 つ目が軍事物資および武器の供与で
あった。このうち工業部門育成のための援助は、俗に三白産業と呼ばれた繊維・小麦・砂糖の





pp. 691-697）。この点に関連し、アメリカ政府で対外支援を担当する USAID（United States 

















8 月 3 日閲覧） 
29
 原語での表記は Agricultural Trade Development and Assistance Act of 1954。公法（Public Law）
としての通し番号が 480 であるため、一般に PL 480 と呼ばれる。貧困国への食糧支援として、国
内の余剰農産物を安価にて輸出する権限を政府に与える法である。U.S. Government Publishing 














策を全く行わなかった訳ではない。1949 年 1 月より、農地改革と並行させる形で米穀増産 3
カ年計画を実施し、政府による肥料の提供などを通じ、1946 年から 1948 年までの平均で年 181
万トンあまりの生産実績があった米穀類を、1951 年までに年 280 万トン以上に引き上げる目
標を立てた30。だが、この計画は朝鮮戦争によって中止に追い込まれ、1951 年の生産実績は
163 万トンあまりと、計画初年度を下回ってしまった。また、朝鮮戦争休戦後の 1953 年には
農業増産 5 カ年計画を発表し、戦災によって荒廃した農地を、水利事業などを通じて復興させ








表 2-2 は、朝鮮戦争が休戦した 1953 年から、李承晩政権が崩壊した 1960 年までの国内にお
ける農産物収穫量を示したものである。李承晩政権時代の韓国政府の統計は、欠落している値
や時系列的な連続性に欠ける項目が少なくなく、本データも 1959 年の値が欠落している。そ
                                                        
30
 「米穀増産 3 カ年計画」農林部、1949 年. 国家記録院
http://theme.archives.go.kr/next/foodProduct/policy1950p2.do（2015 年 8 月 6 日閲覧） 
31
 「農業増産 5 カ年計画樹立に関する件」総務処、1957 年. 国家記録院
http://theme.archives.go.kr/next/foodProduct/archivesDetail.do?flag=1&evntId=0049272311&isPopup=Y
（2015 年 8 月 6 日閲覧） 
32
 国家記録院 http://theme.archives.go.kr/next/foodProduct/policy1950p1.do（2015 年 8 月 6 日閲覧） 
 42 
 
のため本データを読む際には慎重さを要するが、この統計に基づく限り、1953 年から 1960 年
までの間に韓国の農産物生産量は 2269 万石33から 2641 万石へと、20％弱増加している。しか
しその増加ペースは、途中 1956 年に下落しているなど、コンスタントなものとなってはいな
い。また、米穀やイモ類の収穫量は、大規模な増産や生産調整を行わなくても、気候条件など
によって年率 10％程度は上下する34。そのことを踏まえれば、李承晩政権期に 5 年以上に渡っ
て続けられた増産政策は、十分な結果をもたらしたとは言い難い。 
 
表 2-2：1950 年代韓国の農産物収穫量 
年度 1953 1954 1955 1956 
生産量 22,696,831 24,801,963 24,429,761    21,752,428 
対前年比 N.A. +9.27 -1.50    -10.96 
年度 1957 1958 1960  
生産量 24,181,253 26,389,608 26,413,743 




F#SubCont（2015 年 8 月 6 日閲覧） 
注 1：1 朝鮮石は、米を基準にすると約 144kg 
注 2：対前年比は、小数点第二位未満を四捨五入した 







                                                        
33
 コメの場合、1 朝鮮石は 144kg 
34
 統計庁が集計した農産物収穫量データによると、大規模な増産や生産調整が行われていない 2003
年から 2013 年までの期間においても、気候条件によって収穫量は前年比 10％程度は変化してい
る。
http://kosis.kr/statHtml/statHtml.do?orgId=114&tblId=DT_114_2014_S0002&vw_cd=MT_ZTITLE&list_







ー、2007、p. 168）、具体的な措置がとられる前の 1960 年 4 月、4.19 学生革命35と呼ばれる学
生たちの反政府抗議運動激化を受けて大統領・李承晩が辞任、その後継として同年 7 月に発足




















                                                        
35
 ソウルにあるソウル大学ならびに高麗大学の学生らが中心となって李承晩の大統領辞任を求め



















1948 年の大韓民国建国当初、憲法は第 53 条にて大統領を国会議員による間接選挙制とし、










した李承晩は、1960 年の選挙で四選される。しかし、この 4 回目となる大統領選挙では政府
与党による大々的な不正が行われ、都市部を中心に激しい反政府デモが起こることとなった。
結局、これを受けて李承晩は大統領を辞任し、アメリカ・ハワイへと亡命する。 
その後、1960 年 6 月に憲法が改正され、同年 8 月には議院内閣制に基づく張勉内閣が成立
する。韓国憲政史上唯一議院内閣制に基づく国政が展開されたこの体制は、李承晩政権時代の
第一共和国に対し、第二共和国と呼ばれる。しかし、第二共和国は発足から 1 年にも満たない
1961 年 5 月の軍事クーデタで崩壊した。そして、以後 1979 年に至るまでの 18 年間、韓国は
軍事クーデタの指導者であった陸軍少将40・朴正煕の指導下に置かれる。 
本章は、上記の経緯を経て発足した朴正煕政権の産業政策および農政のうち、前半期にあた
る 1960 年代のものを見ていく。 








oYnInfo=N&efGubun=Y&chrClsCd=010202#0000（2015 年 8 月 3 日閲覧） 
38
 当時在籍議員が 203 名だった国会の本会議で政府提出の改憲案を採決にはかったところ、賛成票
数が 135 票となった。韓国憲法は、制定時から 2015 年現在に至るまで一貫して国会在籍議員の 3
分の 2 の賛成がなければ改憲が発議できないことになっており、1954 年当時、改憲案の発議には
203 名の 3 分の 2 である 136 名の議員の賛成が必要であった。そのため、一旦は改憲案は否決さ













第 1 節 1961 年 5 月のクーデタと徳政令 
 
1961 年 5 月 16 日早朝、陸軍少将・朴正煕の率いる部隊がソウルで決起し、青瓦台（大統領
官邸）、中央政府官庁、国会、および国営放送局・KBS（Korean Broadcasting System／韓国放送
























議（以下、最高会議）を発足させた。最高会議は、政権掌握翌月の 6 月 10 日、農民の生活苦
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年 8 月、最高会議は金融業務の設置を柱とする農協改革を進めることとなる。 
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YnInfo=N&efGubun=Y&chrClsCd=010202#0000（2015 年 8 月 4 日閲覧） 
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YnInfo=N&efGubun=Y&chrClsCd=010202#0000（2015 年 8 月 4 日） 
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http://www.nonghyup.com/Html/Nhnonghyup/Ustatus/NhWork/Trust.aspx（2015 年 8 月 4 日閲覧） 
51「再建国民運動中央会発足式挨拶」大韓民国政府、1964 年 8 月 5 日. 国家記録院・大統領記録館
http://dams.pa.go.kr:8888/dams/ezpdf/ezPdfFileDownload.jsp?itemID=%2FDOCUMENT%2F2009%2F1








（2015 年 8 月 5 日閲覧） 
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第 3 節 第 1 次経済開発 5 カ年計画 
 
クーデタ翌年の 1962 年 1 月、政府は 1966 年末までの経済政策の基本方針として、第 1 次
経済開発 5 カ年計画を発表した。李承晩政権末期にもこうした中期的なマスタープランは作成
されており、またこの第 1 次 5 カ年計画の草案そのものは張勉内閣の下で作成が開始されたも
のであったが、1961 年 5 月のクーデタを受け、最高会議によって決定・発表された。以下で
は、同計画における農政の位置付けと内容を見ていく。 
第 1 次 5 カ年計画を見る中でまず注目するべきは、計画の巻頭言である。1979 年まで続い









































16）。その上で政府は、計画最終年である 1966 年までに、1 人あたり国民総生産を 1960 年時
点での 94,100 ファン54から 112,000 ファンへと 19％増加させる目標を提示し、当該目標を達













                                                        
54
 韓国の通貨単位は、大韓民国政府樹立後も日本統治時代に続き「圓（원）」が用いられていたが、
朝鮮戦争中のインフレを受け、1953 年に 100 圓を 1 ファン（환）に切り替えるデノミネーション
が行われた。そして、李承晩政権後半期から 1961 年 5 月のクーデタに至る一連の政情不安で通貨
価値が暴落したことを受け、1962 年に再びデノミネーションが行われ、10 ファンが現行通貨であ



















を重量ベースで 1960 年比 29％増産させるという目標値を設定した（大韓民国政府、1962、p. 
17）。無論、エネルギーや工業インフラに関連する項目ではこれ以上に野心的な目標値が設定











                                                        
55
 比較例として、前述の李承晩政権下では 8 年かけて 20％程度コメが増産されるに留まった。また、
近年の例になるものの、中国では 2004 年以降、政府の積極的なイニシアティブによって 4 大作物
であるコメ、トウモロコシ、小麦および大豆の増産が進められてきた。しかし、政府による増産
奨励のノウハウが豊富に蓄積された中国においてさえ、2004 年比で 4 大作物の生産量が 30％増に

































                                                        
56






第 4 節 食糧増産の奨励 
 
1961 年 5 月のクーデタで発足した最高会議は、軍政の意思決定および執行機関として農漁






出方式を国民による直接選挙とした上で、任期を 1 期 4 年、同一人物の在任期間を最大 2 期 8
年までとするものであった。この改憲案は同年 12 月の国民投票において承認され、即日公布




れた第 1 次 5 カ年計画は、第三共和国にも引き継がれた。 




















 「中央食糧対策委員会設置」総務処、1963 年. 国家記録院
http://theme.archives.go.kr/next/foodProduct/archivesDetail.do?flag=1&evntId=0034626671&isPopup=Y




















かつ農地担保法によって農民が増産に向けた投資を容易に行える環境を作るなど、第 1 次 5 カ
年計画下の韓国農政は、李承晩政権に比して積極的な増産政策を進めたといえる。しかし、1960
年代半ばの韓国は水害や冷夏による記録的な大凶作が相次ぎ、増産政策の結果は計画目標に達
しなかった。表 3-1 上段は、1960 年代の韓国におけるコメの収穫量を示したものである。下段
は、第 1 次 5 カ年計画で設定された、1960 年比 29％増という増産目標に対し、実際の生産量
がどの程度増加したのかを示したものである。第 1 次計画最終年度である 1966 年には基準年
度である 1960 年に比べて 25.4%の増産が実現し、計画目標に近い実績にはなっている。ただ、
計画当初に目標とされていたコメ 29%増産の目標は実現せず、また第 1 次計画終了後の 1967
年および 1968 年には 2 年続けて旱魃による大凶作が起こっている61。 
  




YnInfo=N&efGubun=Y&chrClsCd=010202#0000（2015 年 8 月 5 日閲覧） 
61
 朴正煕政権期の韓国では、1967 年から 1968 年にかけて、および 1979 年から 1980 年にかけての
2 度、コメ収穫量が前年比で 10%前後下落する大凶作が発生している。この点については国家記




年度 1960 1963 1965 1966 1967 1968 
収穫量 3,123 3,374 3,501 3,919 3,603 3,195 


















回り、第 1 次 5 カ年計画最終年である 1966 年には、両者の値は逆転している。このように、
工業部門に比べて農業部門で政府の施策の成果が出にくいという状況の中で第 1 次 5 カ年計画
は期間満了を迎え、第 2 次計画期へと移行していくこととなった。 
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グラフ 3-1: 1960 年代韓国における都市勤労世帯所得と農家所得 
 
年度 1963 1964 1965 1966 1967 1968 1969 1970 
勤労所得 71,880 87,840 101,400 141,000 218,160 255,240 295,800 338,160 









第 5 節 第 2 次経済開発 5 カ年計画 
 
1967 年 1 月より、政府は第 1 次計画に続く経済政策のマスタープランとして、第 2 次経済
開発 5 カ年計画を開始した。第 2 次計画はまず、第 1 次計画期間中の 1 人あたり年平均 GNP
成長率が 7.6%に達したという実績を踏まえ、工業化をさらに進め、1980 年代初頭には海外か
らの経済支援を必要としない中進国としての地位を確立するという展望を提示している（大韓


























このように、第 1 次計画の成果の上に立ち、引き続き工業化を進めていく方針を示した第 2
次計画は、農業部門については、まず、その生産性が低い水準にあるという厳しい見方を示し
ている（大韓民国政府、1966、p. 9）。その上で第 2 次計画は、従来以上に食糧増産に取り組む







食糧増産とそれによる農業所得の向上を掲げていた第 1 次計画に比べ、第 2 次計画における農
業部門の目標は、増産重視の姿勢が鮮明になっている。これは、中央食糧対策委員会の設置や
農地担保法の制定など、第 1 次計画期間中に増産に向けた基盤づくりが行われ、結果的に 25％
のコメ増産が実現したものの、これが第 2 次計画作成時において決して十分なパフォーマンス










表 3-2：1960 年代韓国の人口 
年度 1960 1961 1962 1963 1964 
人口 25,012 25,765 26,513 27,261 27,984 
前年比 N.A +3.0 +2.9 +2.8 +2.6 
年度 1965 1966 1967 1968 1969 
人口 28,704 29,435 30,130 30,838 31,544 
前年比 +2.5 +2.5 +2.3 +2.3 +2.2 
単位：人口＝千人、前年比＝％ 
出典：統計庁・国家統計ポータル
http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp#SubCont（2015 年 8 月 6 日閲覧） 
 
同時に、第 2 次計画が農業部門において、第 1 次計画よりも現実的な増産の方針をとった理
由には、食糧輸入が国際収支を圧迫していたという事情もある。すなわち第 2 次計画は、第 1
次計画期のコメを始めとする食糧増産が目標値に達しなかったことで、大量の食糧を海外から
輸入せざるを得なくなり、それが韓国の国際収支を圧迫していると指摘している（大韓民国政
府、1966、p. 25）。そして、1965 年時点での食料輸入額は年間約 5400 万ドルと、計画初年で
ある 1962 年の約 4000 万ドルの 1.3 倍以上に膨れ上がり、1965 年の輸出総額の 3 分の 1 を相
殺してしまう規模となっていた（大韓民国政府、1966、p. 25）。つまり、食糧の増産が進まな
い限り、大量の食糧を輸入し続けることになり、それが貴重な外貨を浪費することになるとい
う危機感を表明しているのである。こうした危機感ゆえに、第 2 次計画は 5 年目の終了までに
食糧、少なくともコメの完全自給を達成するという目標を設定したといえる。 
こうした食糧増産計画の財源には、一般会計のほか、1965 年の対日修交に伴う日本からの資
金協力、いわゆる請求権資金も充当された。有償 2 億ドル、無償 3 億ドルの計 5 億ドルからな




p. 9）。5 億ドルの請求権資金全体のうち、農林業に充当された額は 3630 万ドルと一部ではあ
る。しかし、工業化を推進していた当時の朴政権が、農業部門にも請求系資金を割り当ててい
た点は、同政権が農業を一定程度重視していたことのあらわれと見ることもできる。 

























第 6 節 高米価政策と農漁民所得向上特別事業 
 
1968 年、政府はコメの買上げ価格を前年 1967 年に比べ、単位量当たり 17％引き上げるこ
とを発表した65。これは、本章第 4 節で触れたように 2 年連続の凶作によってコメの生産量が
大きく落ち込む中で発表されたもので、単位量当たりの米価を大幅に引き上げることで、農民
に増産のためのインセンティブを付与するものであった。その後、1969 年、1970 年、1971
年と 3 年連続で、政府はコメ買上げ価格を前年比で 25％引き上げると発表し、結果的にコメの
買上げ価格は 4 年間で 2 倍以上に引き上げられることとなった。グラフ 3-2 の青線は、2005
年を 100 とした、コメを中心とする穀類の農家販売価格指数を追ったものである。以下で述べ
るように、1960 年代後半以降コメの生産量は増えているのであるが、それにもかかわらず、農
家の穀類販売価格は上昇している。無論、急速な経済成長を遂げていた 1960 年代から 1970
年代にかけては物価が全体的に上昇した時期でもあり、同じくグラフ 3-2 において赤線で示し
                                                        
64
 なお、政府による畜産の奨励は、1977 年に始まる第 4 次計画と、1982 年に始まる第 5 次計画に
おいて本格的に取り組むべき課題として明示され、推進されることとなった。 
65
 「1966 年度穀価調節米放出に関する建議」1966 年、大統領秘書室. 国家記録院










                                                        
66
 韓国政府による物価統計が食料品や燃料、住宅など、支出項目別に細かく集計・公表されるよう







注 1：2005 年を 100 とした、農家が穀類を卸売にかける際の価格指数 
注 2：2005 年を 100 とした、消費者物価総指数 
出典：統計庁・国家統計ポータル
http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=
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農漁民所得増大特別事業が進められていた 1969 年 7 月、政府は憲法を改正する方針を発表
した。この憲法改正の要点は、1963 年に施行された第三共和国憲法に規定されていた、1 期を
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 「農漁民所得増大特別事業の問題点と対策」青瓦台、1969 年.  国家記録院
http://theme.archives.go.kr/next/chronology/archiveDetail.do?flag=1&evntId=0049286260（2015 年 8 月
7 日閲覧） 
69
 洛東江洪水統制所 http://www.nakdongriver.go.kr/html/about/history.jsp（2015 年 8 月 8 日閲覧）もと
もと洛東江流域は平坦な地形であり、洪水が発生しやすい場所であった。このことから 1987 年に
は、大統領令第 12103 号により、水位監視機関である洪水統制所が開設されたほどであった。 
70
 「第 1 次国土総合開発計画」大韓民国政府、1972 年. 国家記録院




第 7 節 小括 
 
1961 年 5 月の軍事クーデタを指揮した朴正煕は、実権掌握直後に発表した革命公約の中に
貧困の追放と国力の増大を盛り込んでいた。そして実際、実権掌握の翌月に農漁民の高利債務
を免除し、さらにその 2 カ月後に農協と農業銀行を合併させたりと、当時の人口の多くが従事
していた農業部門を強く意識した政策を推進した。1962 年からは第 1 次 5 カ年計画を開始し
たが、そこでは中心的な課題として工業化の基盤作りに取組む一方、農業部門も増産によって
所得向上を図ることが強く志向されていた。無論、実際には政府は、高い人口の伸び率などを
































格差は拡大を見せた。こうした中の 1972 年、政府は第 3 次経済開発 5 か年計画の開始とともに
農業部門の所得向上につながる政策を打ち出していくこととなる。 
 
第 1 節 第 3 次経済開発 5 カ年計画と第 1 次国土総合開発 10 カ年計画 
 
1972 年、政府は第 3 次経済開発 5 カ年計画を開始した。第 3 次計画は、これに先立って行わ
れた第 1 次および第 2 次の両 5 カ年計画が韓国の工業化を軌道にのせたことを評価しつつ、そ
の成果を踏まえ、「農漁村経済の革新的開発、輸出の画期的増大、および重化学工業の建設」の
3 項目を主軸と位置付けた（大韓民国政府、1971、p. 2）。その上で第 3 次計画は、重点的な達














第 1 次および第 2 次計画と比較した時、第 3 次計画の重点目標において特徴的なのは、引き
続き工業化を推進しつつも、経済成長の恩恵やさらなる成長の機会を、均衡のとれた形で分配
していこうとしている点である。第 1 次および第 2 次計画の重点目標にはなかった「社会保障」
や「福祉」といった文言が登場し、「労働環境の改善」といった表現も盛り込まれている。また、
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農業部門を含む農漁村については、8 項目中最初の 2 項目が充てられ、増産と所得の増大だ
けでなく、保健および文化施設の拡充と、電化・道路整備というインフラ整備も目標に掲げら






















この第 3 次経済開発 5 カ年計画と同じ 1972 年、政府は国土利用に関するマスタープランとし
て第 1 次国土総合開発 10 カ年計画を開始した2。国土総合開発計画は、経済開発 5 カ年計画よ
りも長い 10 年というタイムスパンで国土の効率的な利用を実現してこうとするものである。そ
の第 1 次計画では、産業のソウルへの一極集中を緩和するべく、以下の基本目標が設定された3。 
                                                        
2
 「第 1 次国土総合開発計画」大韓民国政府、1972 年. 国家記録院
http://www.archives.go.kr/next/search/listSubjectDescription.do?id=001372（2015 年 8 月 7 日閲覧） 
3





























                                                                                                                                                                             











 セマウル運動中央会 http://saemaul.com/aboutUs/history（2015 年 8 月 8 日閲覧） 
8
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 「セマウル運動に関する報告」大統領秘書室、1972 年. 国家記録院






























動初年度である 1970 年の実績が掲載されていないため、実質的には 1971 年以降の事業実績の
みを把握できるデータとなっているが、これに基づくと、セマウル運動初期である 1970 年代、









表 4-1：セマウル運動に基づく 1970 年代韓国農村部におけるインフラ整備事業実績 
年度 1971 1972 1973 1974 1975 
橋梁架設 9,430 12,800 9,963 9,662 10,550 
共同倉庫建設 N.A. 1,699 1,647 6,367 4,865 
農道建設 24,855 9,177 8,336 7,674 3,351 
道路拡張 9,624 12,000 10,862 5,361 1,815 
年度 1976 1977 1978 1979  
橋梁架設 6,918 7,052 5,549 4,271 
共同倉庫建設 3,154 2,188 1,094 778 
農道建設 2,578 1,561 2,882 787 




第 3 節 農村機械化計画 
 










は機械契は、農家同士で合計耕地面積が 20ha から 30ha 程度になるよう契を組ませ、各農家が
拠出した資金を元手に農業機械を購入、運用するというものであった。金融目的の契などと違
い、資金の運用益が契加入者に配分される仕組みにはなっていなかったものの、各加入者は農
                                                        
11
 国家記録院 http://theme.archives.go.kr/next.hoodProduct/mechanization.do（2015 年 8 月 15 日閲覧） 
12
 「農業機械化 5 カ年計画」、農林部、1972 年. 国家記録院















第 4 節 維新体制の発足 
 







称・維新憲法と呼ばれる。維新憲法は、大統領任期を 1 期 6 年とし、再選に制限を設けず、か
つその選出方法を、統一主体国民会議による間接選挙制と規定した16。また、大統領に法律と





                                                        
13
 国家記録院 http://theme.archives.go.kr/next/foodProduct/archivesDetail.do?flag=1&evntld=0025210
（2015 年 8 月 15 日閲覧） 
14
 「7.4 南北共同声明」大韓民国政府、1972 年. 国家記録院
http://www.archives.go.kr/next/search/listSubjectDescription.do?id=003345（2015 年 8 月 15 日閲覧） 
15








行された第三共和国憲法は、大統領任期を当初 1 期 4 年、再選を 2 期 8 年までと制限し、1967
年の改正でこの制限を 3 期 12 年までと緩和した。しかし、朴正煕にとって 3 期目となった 1971
年の大統領選挙では、三選こそ果たしたものの、野党候補の金大中が善戦したことにより、そ


















フラの整備も追い風となり、グラフ 4-1 に見られるように、1974 年から 1976 年までの 2 年間
で、コメ生産量は 100 万トン以上もの増加を見せた。 
  






=1&cityCode=-1&proportionalRepresentationCode=-1&townCode=-1&x=22&y=15（2015 年 8 月 15 日
閲覧） 
18




 「新品種米育成結果報告」経済企画院、1969 年. 国家記録院
http://theme.archives.go.kr/next/foodProduct/newVariety.do（2015 年 8 月 8 日閲覧） 
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は、1970 年代のコメ自給率を示したものであるが、1976 年にコメ自給率は 100%を超え、その
後冷夏による大凶作となった 1979 年まで 100％以上の値を維持している。統一米導入後、コメ
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年度 1970 1971 1972 1973 1974 
自給率 93.1 82.5 91.6 92.1 90.8 
年度 1975 1976 1977 1978 1979 



















第 6 節 第 4 次経済開発 5 カ年計画 
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http://www.nhhanaro.co.kr/を参照（2015 年 9 月 27 日閲覧）。 
 77 
 
府、1976、p. 1）。その上で第 4 次計画は、「成長、均衡、能率」という理念を掲げ、以下の目
標を達成するとしている（大韓民国政府、1976、p. 13-16、筆者翻訳）。 
 









































第 2 次国土総合開発 10 カ年計画には農業機械の普及を志向する文言が登場するようになり、そ
れは次章で述べる通り、1984 年の機械化営農団促進法という形で具体化される。 
以上のことから、第 4 次 5 カ年計画は、コメ自給化が達成されたこともあり、計画全体の達
成目標に農業についての目標を盛り込みはしなかったものの、自給の維持や農民の所得向上な
ど、第 3 次 5 カ年計画までの農政の方針を基本的には維持していたといえる。そして、農民の
所得向上を志向すると同時に、その経営構造近代化につながるものとして機械化に言及するな
ど、中長期的課題に踏み込む点でも第 3 次計画までのアプローチを基本的には踏襲していた。 
 















グラフ 4-2: 1970 年代韓国における都市勤労世帯所得と農家世帯所得および農家世帯人数 
 
 
年度 1970 1971 1972 1973 1974 
都市勤労世帯 338,160 400,800 456,960 484,560 573,360 
農家世帯 255,804 356,382 429,394 480,711 674,451 
農家世帯人数 5.92 5.83 5.71 5.72 5.66 
年度 1975 1976 1977 1978 1979 
都市勤労世帯 786,480 1,059,240 1,270,920 1,734,120 2,336,988 
農家世帯 872,933 1,156,254 1,432,809 1,884,194 2,227,483 
































また、第 1 次計画以来、政府が長きに渡って目標としてきたコメの自給化が、1976 年に達成
されたことは、1970 年代韓国農政の大きな成果であった。最終的には食糧全体の自給までは達
成できなかったものの、主食である農産物の自給化が実現した意義は小さくない。1962 年に開






































第 1 節 朴正煕大統領の死去とセマウル運動の「打ち切り」 
 
1961 年 5 月の軍事クーデタで政権を掌握し、韓国の工業化を促進した朴正煕大統領は、1979
年 10 月、側近の一人であった中央情報部長によって暗殺された。その後同年 12 月、朴政権下
で国務総理を務めていた崔圭夏が新たに大統領に選ばれたものの、外交官出身の崔圭夏は軍部
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 2015 年 2 月 13 日付『ハンギョレ』は、崔圭夏を「記録の義務を放棄した大統領」と批判してい
る。なお、2013 年には、崔圭夏の生前の記録や文書を収集し、公開していく団体として財団法人
崔圭夏大統領記念事業会が故郷の江原道原州市に設立されている。同事業会の詳細については公





























第 2 節 第 5 次経済開発 5 カ年計画と第 2 次国土総合開発 10 カ年計画 
 
1982 年 1 月、政府は第 5 次経済開発 5 カ年計画を開始した。朴正煕暗殺後に作成・発表され
た最初の 5 カ年計画である第 5 次計画は、暗殺事件による社会的混乱、そして第 2 次石油危機
に起因する物価急騰などの経済的混乱を背景として作成されたものとなった。 
第 5 次計画は、第 4 次計画期までの 20 年間で韓国が工業化を実現し、中進国の仲間入りを果
たしたことを高く評価しつつ、その次の段階として、同国が成熟した先進国となるべく、経済
                                                        
9
 その後、省庁改編が何度か行われ、それを受けてセマウル運動中央会の監督官庁も変更されてき
た。2015 年 8 月現在の同会の監督官庁は安全行政部である。 
10
 セマウル運動中央会ウェブサイト http://www.saemaul.or.kr/より（2014 年 12 月 20 日閲覧）。ただ 



















3. 技術革新と民間企業の投資を促進し、40 万人から 45 万人の雇用を創出する。 







まずは、第 4 次計画に続き、第 1 次 5 カ年計画で言及されていた「指導される資本主義体制」


























る第 2 次国土総合開発 10 カ年計画で具体的に示された。1981 年までの第 1 次 10 カ年計画は、
ソウルへの産業の集中を緩和することを企図して作成されたものであったが、第 2 次 10 カ年計
画は、1970 年代を通じ、そうした産業の集中が人口の過疎・過密を引き起こしたとし、第 5 次
5 カ年計画が重要目標の 3 番目の項目に掲げられた「国土の均衡ある発展」を実現する具体的








農業については、第 5 項目で詳述されている。そこでは、1970 年代の第 3、4 次計画期間に
セマウル運動によって農村の近代化が実現し、所得向上も大いに進んだものの、工業化が進む
中で離農が止まらず、農村人口の減少が深刻化してきたことが指摘されている（大韓民国政府、
1982、p. 9）。その上で第 2 次 10 カ年計画は、農村の人口減少に対応し、かつ農業従事者の生
活安定化に資する方法として、営農の大規模化・機械化を図るとした（大韓民国政府、1982、









第 3 節 大規模化および機械化の推進 
 
政府が 1980 年代に大規模化と機械化を進めたことは、1980 年以降輸入の自由化が順次開始
され、そこに食品も含まれていたこと12に加え、1973 年から 79 年まで GATT（General Agreement 
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 『官報』第 9755 号、総務処、1984 年. 国家記録院

















































農家人口が減少する中で進められた。表 5-1 は、1970 年代の韓国における農家世帯数と農村人
口の推移であるが、1970 年時点で 1850 万人いた農村人口は、1980 年には 1600 万人弱と、13％









表 5-1：1970 年代における農家世帯数と農村人口の変遷 
年度 1970 1975 1980 
農家世帯数 2,487 2,379 2,157 
1970 年比世帯減少率 N.A. 4.34 13.26 
農村人口 18,504 17,905 15,996 




（2015 年 8 月 14 日閲覧） 
 
このような背景の下、1983 年 1 月、政府は農漁民後継者育成基金を創設し、その運用を始め
た16。同基金は、全斗煥政権が朴正煕前政権の幹部から寄付金として集めた 458 億ウォン17を原
資とし、新規に農業に就労する者の場合、設備投資や技術教育の受講費用を年率 2%の低利に
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年総務処大統領令記録 1-1」1983 年. 国家記録院











営耕地面積が 2ha を超える水準になるよう推奨することにあった（チャ・ドンセ、1995、p. 488）。





後述する第 6 次 5 カ年計画期以降に持ち越す形となった。 
 
表 5-2：韓国農家一戸当たりの経営耕地面積 
年度 1971 1973 1975 1977 1979 1981 
面積 10,850 10,519 10,146 10,367   10,641 10,876   
年度 1983 1985 1987 1989 1991 1993 









った第 3 次 5 カ年計画および 1977 年に始まった第 4 次 5 カ年計画には農業の機械化が目標とし
て盛り込まれており、それに従って機械契の奨励も行われていた。しかし、朴正煕政権期にお
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たりの年間国民所得も 1778 米ドルと、同時期の日本の 9307 米ドルに遠く及ばない水準であっ
た19。同じ 1980 年時点で見ると、日本製のトラクターの新車価格は米ドル換算で 1 万ドル以上













                                                        
19
 World Bank Indicator http://data.worldbank.org/indicator/NY.GDP.MKTP.CD （2015 年 3 月 20 日閲覧） 
20





























機械化営農団は、政府による奨励が始まってから 8 年目となる 1989 年末の時点で約 4 万 4000
件が政府に登録されるに至った25。表 5-3 は、韓国の農家 1 世帯が経営耕地 10a 当たりにかける
生産総費用と、そのうちの農機具関連費用とを併記したものであるが、1980 年代の 10 年間を




の効果が乏しい機械契の結成が部分的に見られた 1970 年代の 10 年間でも、この比率は、5.37％
から 6.97％へと 1.6 ポイント増加している。これらの点を踏まえれば、1980 年代に推進された
機械化が農家に負担をかけるものであったとは言い難い。 
  
                                                        
23




http://theme.archives.go.kr/next/foodProduct/mechanization（2015 年 8 月 15 日閲覧） 
25
 国家記録院 http://theme.archives.go.kr/next/foodProduct/mechanization（2015 年 8 月 15 日閲覧） 
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表 5-3：10a 当たり農業生産総費用および機械費用 
年度 1970 1975 1980 1985 1990 
総費用(A) 17,160 53,291 143,752 252,140 385,851 
機械費用(B) 922 3,018 10,023 18,539 42,001   








差を抑制することに成功した。グラフ 5-1 は、1980 年代における都市勤労世帯所得と農家所得








グラフ 5-1: 1980 年代韓国における都市勤労世帯年間所得と年間農家所得 
 
年度 1980 1981 1982 1983 1984 
勤労所得 2,809 3,372 3,768 4,308 4,752 
農家所得 2,693 3,688 4,465 5,128 5,549 
年度 1985 1986 1987 1988 1989 
勤労所得 5,085 5,688 6,636 7,764 9,660 




（2015 年 8 月 15 日閲覧） 
 
第 4 節 第 6 次経済社会発展 5 カ年計画 
 













































第 6 次計画の農業部門に対する方針は、第 1 次計画以来の増産重視の姿勢を明示的に転換し
たものであるといえる。既に第 4 次計画の段階でコメ自給化が達成され、第 4 次、第 5 次の両
5 カ年計画は、自給率の維持・向上と並んで農家経営の多角化を志向し始めていたが、第 6 次
計画では農家経営の安定化へと完全に軸足を移したのである。そして第 6 次計画は、農村の工








第 5 節 民主化と第六共和国体制の発足 
 
1981 年 2 月に第五共和国憲法に基づいて大統領に就任した全斗煥は、1988 年 2 月に大統領任




1987 年 4 月 13 日、全斗煥は「護憲措置」と呼ばれる声明を発表した26。この声明は、憲法改
正をめぐる議論を先送りし、1988 年 2 月に就任する次期大統領を第五共和国憲法の規定に基づ
き、間接選挙で選出するという内容のものであった。しかし、第五共和国憲法下の大統領間接




たことが明るみに出たことで、野党各党や学生団体の活動は一層活発化し、6 月 10 日、これら
の団体は憲法を全面的に改正し、次期大統領を直接選挙で選出するよう求める大規模な街頭デ
モを実施した（キム・イリョン、2004、pp. 426-427）。 





法が公布された。同憲法は大統領任期を 1 期 5 年までとし、その選出方法を国民による直接選
挙方式と明記するなど、維新憲法・第五共和国憲法に比して民主的体裁を整えた法典となった。
12 月、新憲法に基づき、1971 年以来 16 年ぶりとなる大統領直接選挙が実施された。選挙では、
                                                        
26
 『朝鮮日報』1987 年 4 月 14 日付 
27
 韓国中央選挙管理委員会
http://elecinfo.nec.go.kr/eps/election/candidate/cand_l.jsp?electycd=A&electname=16（2015 年 8 月 16
日閲覧） 
28





ととなった。当選した盧泰愚は、翌 1988 年 2 月に大統領に就任し、これによって第六共和国体
制が発足した。 
 
第 6 節 農漁村発展総合対策 
 















改善対策費用を計上し、2001 年までの 10 年間に総額 42 兆ウォンを支出した33。また、この財
源を用いて各地の農地改良や区画整理、機械化営農団の設立を指導する組織として農漁村振興
公社が農林部の傘下組織として設立された34。 
                                                        
29
 国家記録院 http://www.archives.go.kr/next/search/listSubjectDescription.do?id=004886 （2015 年 8 月
16 日閲覧） 
30
 「農漁村発展総合対策」大韓民国政府、1989 年、筆者翻訳. 国家記録院








 国家記録院 http://www.archives.go.kr/next/search/listSubjectDescription.do?id=004887（2015 年 8 
月 16 日閲覧） 
34
 同公社は、2000 年に農業基盤公社、2008 年に韓国農漁村公社、2014 年に農漁村研究院と、度々
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多額の財源を得たこの時期の農漁村発展総合対策は、第 6 次 5 カ年計画で言及されていた農






第 7 節 第 3 次国土総合開発 10 カ年計画と金泳三政権発足、新経済 5 カ年計画 
 
1992 年 1 月、政府は第 3 次国土総合開発 10 カ年を開始した。この第 3 次 10 カ年計画は、第










地方自治が、1994 年から 1995 年にかけて再開されることに決まったことと関連している。ま
た、第 4 項目に統一についての言及があるのは、同じくこの計画の作成時、南北首相会談など、
北朝鮮との政治対話が進展していたことを反映している。このように、1990 年代に入ると政府
のマスタープランも、1960 年代の第１次 5 カ年計画などと異なり、10 年先、20 年先を見据え
た長期的なビジョンを示すというよりも、その時々の政治状況を反映したものという側面を強
くしていくことになる。 
こうした中、第 2 目標で資源の節約、および第 3 目標で自然保護が取り上げられるなど、第
3 次 10 カ年計画は、環境問題により強い関心を示すものとなっている。1990 年代半ば以降、政
府は農業政策を環境保全とリンクさせていくことになるが、この点については次章で詳しく述
べる。 
                                                                                                                                                                             
名称を改めている。農漁村研究院 http://rri.ekr.or.kr/portal/info/history.do（2015 年 8 月 17 日閲覧） 
35
 農林部「農工団地開発計画」1994 年. 国家記録院
http://www.archives.go.kr/next/search/listSubjectDescription.do?id=003702（2015 年 8 月 17 日閲覧） 
 99 
 
第 3 次国土総合開発 10 カ年計画が始まった 1992 年の 12 月、盧泰愚の大統領任期満了に伴う
大統領選挙が行われ、金泳三が当選した。その後、1993 年 2 月に大統領に就任した金泳三は、
同年 4 月に新たな経済計画の作成を経済関連官庁の次官らに指示し、同年 7 月、通算 7 次目の
5 カ年計画となる新経済 5 カ年計画を発表した（大韓民国政府、1993、p. 8）。新経済 5 カ年計


























                                                        
36
 国税庁 http://www.nts.go.kr/call/income_tax/2013/htm/07.html（2015 年 8 月 16 日閲覧）。なお、当初





















情があった。グラフ 5-2 は、1980 年から委託営農会社設立法が制定された 1993 年までの農家
数および農家人口を示したものである。1980 年時点で 200 万戸以上あった農家は 1993 年の時
点で 200 万戸を切っており、減少傾向にある。農家人口の減少はより顕著であり、1980 年時点






                                                        
37
 農林部「農政に関する年次報告書」2006 年. 国家記録院
http://www.archives.go.kr/next/search/listSubjectDescription.do?id=004823（2015 年 8 月 16 日閲覧） 
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表 5-4 は、韓国で納車された耕運機および農業用トラクターのうち、1994 年に創設された農漁
村特別税を財源とした補助金の交付を受けたものの台数である。耕運機は補助金創設直後であ























また同期間、毎年 9000 台から 1 万台の農業用トラクターが旧型機の置き換えや新規導入などの
理由で購入されている38。表 5-4 によると、2003 年から 2006 年にかけて政府の補助金を受けて




年度 1995 1996 1997 1998 1999 
耕運機 79,750 83,269 79,171 10,077 7,501 
トラクター 17,282 19,605 22,622 25,377 17,919 
年度 2000 2001 2002 2003 2004 
耕運機 7,808 3,894 1,652 1,332 903 
トラクター 22,716 14,198 10,494 8,059 9,123 
年度 2005 2006 2007 2008 2009 
耕運機 742 883 675 547 416 
トラクター 10,121 10,350 11,805 12,894 12,381 
年度 2010 2011 2012 2013  
耕運機 374 326 287 232 




月 17 日閲覧） 
 
委託営農会社設立法の制定と同じ 1993 年、政府は 1977 年に創設された価格例示制度の根拠
法である農水産物流通法を改正した39。従来の同法が政府に農産物の参考価格を例示する権限
のみを与えていたのに対し、1993 年改正法では、参考価格による取引を実現できるよう、政府
に生産調整を行う権限を与えた。すなわち 1993 年改正法は第 7 条において、生産調整によって
農産物価格を維持する必要がある場合、農林部長官が農産物の出荷を行える業者・団体を制限
                                                        
38
 統計庁・国家統計ポータル http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp#SubCont（2015 年












5-5 は、農家 1 戸平均の経営耕地面積を示したものであるが、大規模化が徐々に進んでいる様
子が見てとれる。 
 
表 5-5：農家 1 戸あたり経営耕地面積 
年度 1976 1978 1980 1982 1984 
農家世帯数 2,335,856 2,223,807 2,155,073 1,995,769 1,973,539 
耕地面積 2,239,692 2,221,918 2,195,822 2,180,084 2,152,357 
一戸平均面積 0.96 0.99 1.01 1.09 1.09 
年度 1986 1988 1990 1992 1994 
農家世帯数 1,905,984 1,826,344 1,767,033 1,640,853 1,557,989 
耕地面積 2,140,995 2,137,947 2,108,812 2,069,933 2,032,706 
一戸平均面積 1.12 1.17 1.19 1.26 1.30 
年度 1996 1998 2000 2002 2004 
農家世帯数 1,479,602 1,413,017 1,383,468 1,280,462 1,240,406 
耕地面積 1,945,480 1,910,081 1,888,765 1,862,622 1,835,634 














YnInfo=N&efGubun=Y&chrClsCd=010202#0000（2015 年 8 月 17 日閲覧） 
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第 9 節 農家所得の向上と農家間の所得格差問題 
 
ここまで見てきたように、1980 年代から 1990 年代にかけて、生産構造の改善や近代化を図
る農政が展開された。グラフ 5-3 は、1990 年代の農家所得と都市勤労者世帯所得を見たもので
ある。農家所得は 1980 年代より引き続き上昇を続け、1990 年から 1999 年までの間に 2 倍以上
に増加している。しかし、1970 年代および 1980 年代と異なり、この時期は都市勤労者世帯の









グラフ 5-3：1990 年代韓国における都市勤労世帯年間所得と年間農家所得 
 
年度 1990 1991 1992 1993 1994 
都市勤労所得 11,319 13,903 16,273 17,733 20,415 
農家所得 11,025 13,105 14,505 16,927 20,315 
年度 1995 1996 1997 1998 1999 
都市勤労所得 22,932 25,832 27,448 25,597 26,696 










過去 20 年余りに渡って抑制され続けてきた都農間格差が再び拡大を始めた 1990 年代は、農
家の高齢化が顕著に表れた時期でもあった。表 5-6 は、5 年に一度行われる農業総調査の結果
をもとに、1970 年代以降 2000 年までの農家人口を年齢層別に分け、かつそれぞれの調査年次













人から 1000 万人の間で推移していた 30 代以下の農家構成員は、1980 年代後半に激減し、1990
年の時点で 350 万人あまりにまで減っている。その後も 30 代以下の農家人口は減り続け、1995
年には 200 万人あまりとなり、2000 年代には 150 万人を切るに至っている。それぞれの調査年
次における人口比率で見ると、1970 年に 74.9％と、全農家人口の 4 分の 3 を占めていた 30 代
以下の世代は、2000 年代には 4 割を切っている。これほど明瞭な減少ペースではないものの、
40 代農家構成員の数も、1985 年の時点では 100 万人以上いたものが、1995 年には 50 万人台に
まで減っている。50 代農家構成員についても、1990 年までは 100 万人以上いたものが、1995
年と 2000 年には 100 万未満に減少している。これに対し、60 歳以上の農家構成員は 1970 年か
ら 2000 年まで一貫して 100 万人以上いるだけでなく、50 代以下の年齢層がいずれも減少傾向
となった 1990 年以降、緩やかながらも人数が増えており、各調査年次の農家人口に占める比率
も 1970 年の 7.9%から 2000 年の 33.1%へと上昇している。 
 
表 5-6：1970 年から 2000 年にかけての世代別農家人口およびその割合 
年度 39 歳以下 40 歳代 50 歳代 60 歳以上 合計 
1970 10,794 (74.9) 1,373 ( 9.5) 1,105 ( 7.7) 1,142 ( 7.9) 14,414 (100.0) 
1975 8,371 (69.6) 1,402 (11.6) 1,107 ( 9.2) 1,163 ( 9.7) 12,043 (100.0) 
1980 10,248 (74.1) 1,371 ( 9.9) 1,073 ( 7.8) 1,137 ( 8.2) 13,829 (100.0) 
1985 8,516 (69.0) 1,076 ( 8.7) 1,128 ( 9.1) 1,630 (13.2) 12,350 (100.0) 
1990 3,572 (53.7) 786 (11.8) 1,110 (16.7) 1,184 (17.8) 6,652 (100.0) 
1995 2,139 (44.2) 586 (12.1) 867 (17.9) 1,252 (25.8) 4,844 (100.0) 




（2015 年 8 月 16 日閲覧）を元に筆者作成 
注 1：括弧内は各世代が農家人口全体に占める比率 




齢化をもたらしているのであるが、この 60 代以上の農家構成員は、1980 年代以降政府が推進




















経営主年齢 0.5ha 未満 0.5ha-1ha 1ha-2ha 2ha-3ha 3-5ha 5ha 以上 
20-24 106 65 34 10 13 9 
25-29 811 459 339 146 112 96 
30-34 4,216 2,328 1,868 668 599 520 
35-39 10,774 6,585 5,330 2,127 2,004 1,547 
40-44 22,834 14,965 12,968 5,529 4,950 4,035 
45-49 37,395 25,603 24,195 10,940 9,893 7,262 
50-54 43,031 30,632 29,477 13,121 10,961 6,673 
55-59 51,549 39,421 39,528 16,200 11,305 5,431 
60-64 61,273 50,183 48,825 17,070 9,603 3,570 
65-69 81,012 68,454 61,188 16,629 7,226 2,252 
70-74 77,430 57,120 40,056 8,041 2,919 972 
75-79 46,860 26,446 13,428 2,216 853 334 




























経営耕地面積 1990 年 1995 年 2000 年 
0.5ha 未満 8,223 20,359 17,566 
0.5-1.0ha 9,878 18,520 19,120 
1.0-1.5ha 11,120 22,141 22,702 
1.5-2.0ha 12,581 23,177 26,607 
2.0-3.0ha 15,052 29,499 29,450 




（2015 年 8 月 16 日閲覧） 
 






年齢層 39 歳以下 40-49 歳 50-59 歳 60-69 歳 70 歳以上 





（2015 年 8 月 17 日閲覧） 
 













施していくこととなるが、この点については第 7 章で論じる。 
 
第 10 節 小括 
 
1980 年代から 1990 年代にかけて政府が展開した農政は、1976 年にコメの自給が実現された
ことや、1970 年代のセマウル運動を指導した朴正煕が暗殺されたことなどがあり、朴正煕政権
期の増産を重視し、政府が積極的に農民を動員していく形態からは大きく方針転換をしたもの



































































が、1995 年の WTO 発足を前に、グリーン・ボックスに合致させるよう農業補助制度を改める
必要が出てきた。前章で見た 1980 年代以降の農業政策のうち、農業機械の購入や大規模化のた
                                                        
1
 1994 年にモロッコのマラケシュで正式合意された WTO 設立協定は、その付属文書 A 内の「農業
に関する協定」第 6 条において農業に対する助成金についてシーリングを設定する旨を規定し、
同第 8 条において輸出促進のための補助金交付を禁止している。経済産業省
http://www.meti.go.jp/policy/trade_policy/wto/wto_agreements/marrakech/index.html （2015 年 8 月 18
日閲覧） 
2
 「農業に関する協定」の第二付属書第 12 項で、「環境に係る施策による支払」が助成金削減対象
の例外たりうる条件・根拠が規定されている。WTO 














は、これら 3 種類の具体的な施策について見ていく。 
 




を許可するという制度である。日本における類似の制度としては JAS（Japan Agricultural 
Standard：日本農林規格）の一種として 2001 年に始まった有機 JAS がある。これは、認証機関




韓国で最初に導入された親環境農産物の認証制度は、1993 年 12 月に政令として施行された
品質認証制であった5。品質認証制は、農薬および化学肥料を一切使用することなく栽培された
農産物のみが有機農産物、農薬を一切使用することなく栽培された農産物のみが無農薬農産物







ode=67&popup_yn=N&reference=14&tab_yn=N&code=left&tab_kind=Y&locationId=4（2015 年 8 月 18
日閲覧） 
4
 農林水産省 http://www.maff.go.jp/j/jas/jas_kikaku/yuuki.html（2015 年 8 月 18 日閲覧） 
5






























そのため政府は、1998 年 12 月に環境農業育成法が施行されると、農家が品質認証をクリア
した農産物を積極的に生産できるよう促す政策を展開した。具体的な政策としてまず行われた
                                                        
6
 国立農産物品質管理院 http://www.enviagro.go.kr/portal/content/html/help/guide.jsp（2015 年 8 月 18 日
閲覧）。なお、認証を経ていない農産物を有機野菜や無農薬野菜と称して販売することは環境農業
育成法で禁じられており、違反した場合、最高で懲役 3 年の刑事罰が科される。 
7
 国家記録院 http://www.archives.go.kr/next/search/listSubjectDescription.co?id=004836（2015 年 8 月 18
日閲覧）。 
8




て土壌に養分を与える散布物のことであり、政府はこれを 1999 年以来毎年 60 万トン以上、有
機農法を実践する農家に対して無償供給している。2000 年代に入り土壌改良剤の価格が上昇し、
1999 年時点で 417 億ウォンだった同事業の予算は、2015 年には 953 億ウォンと倍以上の規模に
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 「農産物の生産者のための直接支払制度施行規程」農林部、1998 年. 国家記録院















支払うものであり、稲作の場合、2015 年の支払額は有機農法が 1ha あたり 120 万ウォン、無農
薬農法が 100 万ウォン、低農薬農法が 52 万ウォンである19 
このように、韓国の直接支払制度は当初、中山間地域、畜産業、そして親環境農法という 3

















ode=67&popup_yn=N&reference=14&tab_yn=N&code=left&tab_kind=Y&locationId=4（2015 年 8 月 19
日）。ただし、これは計画であり、収穫状況や財政事情によって実際の支給額は変動しうる。 
20
 「コメ所得保全直接支払使用者指針」農林部、2010 年. 国家記録院












うものである。支払額は 5 年ごとに政府・農林部が算出することとなり、2012 年から 2017 年




価格との差額の 85％を毎年 12 月に各農家の銀行口座へと振込むものである。2012 年から 2017




のであり、2000 年代以降、各国と FTA（Free Trade Agreement：自由貿易協定）を積極的に結び、
農産物貿易の自由化が加速的に進行している韓国では、従来にも増して重要な役割を担うもの
となっている。韓国が最初に締結した FTA は 2003 年に締結され、2004 年に発効したチリとの







産物の輸入が韓国農業に打撃を与えることが見込まれた。このため政府は 2007 年、FTA 被害
補償直接支払制を開始した27。FTA 被害補償直接支払制は、FTA によって関税が撤廃された農
                                                        
23
 「農産物の生産者のための直接支払制度施行規程」農林部、2011 年. 国家記録院
http://www.archives.go.kr/next/search/listSubjectContentArchive.do?subjectContentId=004841&pageFlag
=&subjectTypeId=01（2015 年 8 月 19 日閲覧） 
24「農産物の生産者のための直接支払制度施行規程」農林部、2011 年.  国家記録院 
http://www.archives.go.kr/next/search/listSubjectContentArchive.do?subjectContentId=004841&pageFlag
=&subjectTypeId=01（2015 年 8 月 19 日閲覧） 
25




















第 4 節 第 4 次国土総合開発計画 
 
2001 年 1 月、政府は第 4 次国土総合開発計画を開始した。従来の国土総合開発計画と異なり、
第 4 次計画は実施期間を 2020 年末までの 20 年間としている。 
第 4 次計画は、第 3 次計画がソウル首都圏以外の地域開発にも貢献したと評価など、国土開
発そのものにおいては従来の計画が大きな成果を上げたとしている。他方で第 4 次計画は、国
土開発に起因する環境破壊が第 3 次計画期までに進んだとし、環境との調和がとれた国土政策







第 5 節 グリーン・ツーリズムの振興 
 






























る労働者の年間平均労働時間は 2006 年時点で 2305 時間32であり、同じ年で比較すると、1564
時間のフランスや 1435 時間のドイツはもとより、1805 時間のアメリカや 1784 時間の日本と比
べても格段に長い。こうした中では居住地から離れた農村へ旅行し、そこで長期間滞在すると
いう観光形態はとりにくい。韓国農村経済研究院によると、都市住民が観光目的で農村を訪れ










                                                        
30
 韓国観光公社・緑色観光
http://korean.visitkorea.or.kr/kor/greentourism/GreentourismBoard.kto?func_name=main（2015 年 8 月 19
日閲覧） 
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年度 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 




















る農家に対しても利益をもたらすものとなっている。忠清南道は、2010 年から 2013 年まで道
内の農場で親環境農法によるニンジンを栽培し、出荷した結果、露地栽培・ハウス栽培ともに
ニンジン 1kg あたりの生産コストが慣行農法実施時の 3 倍に達するものの、販売時の付加価値
も同じく 3 倍程度となったため、親環境農業が慣行農業と同等の収益性を維持していけるとし
ている33。また全羅南道も 2013 年に行われた調査に基づいて、親環境農法を実践した農家は、












ってきている。表 6-2 は、2000 年代に入って以降、2009 年から 2010 年にかけて農家世帯数の
カウント基準が変わるまで35の、経営主の年齢ごとに見た農家数を示している。2000 年代を通







年度 2000 2002 2004 2006 2008 
39 歳以下 91,516 52,994 37,652 35,033 24,280 
40 歳代 237,373 202,113 182,321 173,996 138,143 
50 歳代 348,067 298,655 286,096 302,503 282,928 
60 歳代 479,485 478,386 449,484 410,685 396,968 








                                                                                                                                                                             
（2015 年 8 月 20 日閲覧） 
34
 全羅南道農業技術院 http://www.jares.go.kr/bbs/bbs/board.php?bo_table=rice_o1&wr_ir=6&page=2
（2015 年 8 月 20 日閲覧） 
35








を把握することができない。倉持は、2008 年末に稲作直接支払を受給した農家が 110 万戸であ
ったのに対し、不正受給の摘発が行われた後の 2009 年末に同じ直接支払いを受給した農家が
87 万戸であった点に触れ、差し引き 23 万戸の減少幅が全て不正受給摘発による受給資格取消
しによるものではないにせよ、資格を偽って所得保障を受けた稲作農家が相当に多かった可能
性を指摘している（倉持、2014、pp. 176-179）。また、2008 年から 2009 年にかけての全国的な
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 『毎日新聞』2013 年 11 月 7 日付 
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1995 年に WTO が発足し、価格支持など、販売価格の操作を伴う農業補助金が規制されたこ














年のことであった。韓国の国民年金は 240 か月（20 年）以上保険料を納付した場合に受給資格
が発生し、以降保険料納付期間が長くなるにつれ、満 65 歳に達した際に受給できる年金額が増
加するシステムになっている。そして、保険料納付期間は最長 480 か月（40 年）とされており、
仮に 480 カ月分の保険料を完納した場合、納付期間のうち最後 5 年間の平均所得の 60％1が年








                                                        
1
 ただし、その後高齢化が急速に進行したことを踏まえ、盧武絃政権下の 2007 年、この比率は 40％
に引き下げられた。 
2
 保健福祉部 http://www.bokjiro.go.kr/welInfo/retrieveWelInfoBoxList.do?searchIntClId=06（2015 年 8 月
21 日閲覧） 
3
 基礎老齢年金に先立つ 2002 年から 2007 年まで、同趣旨の制度として敬老手当が存在したが、そ






であった。2014 年 4 月改定時の給付額を見ると、65 歳以上の無年金者に対して給付される基礎
老齢年金の額は、扶養者がいない独居老人で 1 カ月当たり 96,800 ウォン5であり、これは、同
時点における単独世帯の一か月あたり最低生計費 603,403 ウォンの 16％に過ぎない。また同じ





たように農業補助金の不正受給が相次いでおり、2014 年 9 月から 11 月にかけて行われた警察
庁による集中摘発では、慶尚北道だけで 40 件以上の農家が補助金を生活費に流用したとして摘
























NT_SEQ=289337（2014 年 4 月 28 日閲覧） 
6

















年から 2012 年までの、韓国における国債の発行残高とその対 GDP 比を記したものである9。発
行残高、対 GDP 比のいずれも上昇傾向にあるが、最も数値の高い 2012 年においても国債残高
の対 GDP 比は 32.2%という水準にとどまっている。この水準は高所得国としては極めて低い水
準であり、同じ 2012 年の日本における国債発行残高が対 GDP 比 170％10であるのに比べて低い
のは勿論、同年の EU 加盟国の対 GDP 比平均債務残高 83.7%、ユーロ圏 19 カ国の対 GDP 比平
均債務残高 89.1%と比べても低い11。また表 7-2 は、2018 年から 2013 年までの国債残高の内訳
を記したものであるが、いずれの年も国債の 3 分の 1 が外国為替相場の安定用資金として発行・
運用されており、税収不足を補うために発行される、いわゆる赤字国債の発行残高は国債残高
のうちの、さらに一部ということが分かる12。韓国政府は、このような高い健全性を持つ財政










25 兆 7000 億ウォンと、同年国債累積額 498 兆 9000 億ウォンの 10％にも満たない。そのため、統
計庁が発表する財政統計にも、もっぱら国債の発行についてのデータのみが掲載されている。 
10
 財務省 http://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/condition/004.htm（2015 年 5 月 25 日閲覧） 
11
 Eurostat  
http://ec.europa.eu/eurostat/tgm/table.do?tab=table&init=1&language=en&pcode=teina225&plugin=1









こうした財政上の制約が高齢者の所得保障に影響した具体例として、2013 年 2 月に大統領に
就任した朴槿恵の基礎老齢年金をめぐる公約撤廃があげられる。2012 年 12 月に行われた大統
領選挙で朴槿恵は、上述のように給付額が最低生計費の 2 割にも満たないという基礎老齢年金
の現状を問題視し、給付額の大幅増額を政権獲得後の公約に掲げていた。しかし企画財政部の
反対を受け、大統領就任後の同年 9 月、朴槿恵は当該公約を撤回した13。 
  
表 7-1：韓国における国債発行残高と対 GDP 比 
年度 2000 2002 2004 2006 2008 2010 2012 
国債残高 111.2 133.8 203.7 282.7 309.0 392.2 443.1 
GDP 比 17.5 17.6 23.3 29.3 28.0 31.0 32.2 
単位：国債残高＝兆ウォン、対 GDP 比＝％ 
出典：統計庁・国家統計ポータル
http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=M#SubCont 
(2015 年 8 月 22 日閲覧) 
  
                                                                                                                                                                             
ているような国債発行残高の少なさでは、中央銀行が市場に有意な影響を与えるだけのオペレー
ションを実施できず、韓国銀行自体が債券を発行せざるを得ないからである。『朝鮮日報』2007
年 3 月 1 日付 
13




年度 2009 2010 2011 2012 2013 
国債残高 359.6 (100.0) 392.2 (100.0) 420.5 (100.0) 443.1 (100.0) 489.8 (100.0) 
一般会計 97.0 ( 27.0) 119.7 ( 30.5) 135.3 ( 32.2) 148.6 ( 33.5) 172.9 ( 35.3) 
公的資金 49.5 ( 13.8) 47.0 ( 12.0) 45.7 ( 10.9) 45.7 ( 10.3) 46.9 (  9.6) 
外為市場安定 104.9 ( 29.2) 120.6 ( 30.7) 136.7 ( 32.5) 153.0 ( 34.5) 171.0 ( 34.9) 
住宅基金 48.5 ( 13.5) 49.3 ( 12.6) 48.9 ( 11.6) 49.6 ( 11.2) 51.3 ( 10.5) 




(2015 年 8 月 22 日閲覧) 
注：小数点第 2 を四捨五入したため、括弧内の値の合計は 100 にならない 
 
こうした財政上の制約の中、政府は高齢農家に引退を促すための年金制度として、2011 年 1
月に農地年金を創設した14。農地年金は、2010 年 5 月に主務官庁となる農林部の傘下機関・韓
国農漁村公社の根拠法である、韓国農漁村公社および農地管理基金法を改正する形で法制化さ



































歳代の経営主がいる世帯で 3％、65 歳から 69 歳の経営主がいる世帯で 1.6％にとどまっていた
17。このように農地年金の普及度が低いことを踏まえ、農林部は 2014 年 1 月、韓国農漁村公社
および農地管理基金法の施行規則を改正し、経営主が満 65 歳に達している農家であれば、配偶

































ら退けずにいる農家が相当数存在する。表 7-3 は、2014 年 12 月 31 日現在の韓国における農家
人口を年齢別に記したものである。この統計に基づくと、2014 年末現在、農家人口の約 40％に






表 7-3：2014 年 12 月 31 日現在の年齢別農家人口 
年齢 39 歳以下 40-49 歳 50-59 歳 60-69 歳 70 歳以上 合計 
農家人口 9,947 82,329 252,507 331,083 444,910 1,120,776 




（2015 年 8 月 22 日閲覧） 
注：各年齢別の人口比は小数点第 2 位を四捨五入した 
 
表 7-4 は、2011 年末時点における満 65 歳以上の高齢者の生活状況を、住居の形態から分類
したものである。このデータは、表 7‐3 で引用したデータとは別の調査において集計されたも
のであり、表 7-3 と表 7-4 の調査年度には 2 年ほどのずれが生じてしまっている。また、表 7-3
















表 7-4：2011 年 12 月 31 日現在の住居形態別高齢者（満 65 歳以上）人口の割合 







都市 72.5 18.9 1.1 1.1 0.7 5.5 0.2 
農村 77.7 17.2 0.2 0.5 0.1 4.2 0.0 
出典：統計庁・国家統計ポータル『老人実態調査』
http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=D#SubCont
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回答 とても満足 満足 普通 不満 とても不満 
都市 20.4 59.5 16.6 3.5 n.a. 
農村 20.5 32.0 41.0 4.4 2.1 
出典：統計庁・国家統計ポータル
http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=D#SubCont















う観点からも必要とされていた。表 7-6 は、1990 年代以降の韓国の農村人口の変遷を記したも
のであるが、1990 年から 2000 年までの 10 年間で農村人口は 260 万人減少し、その総人口に占
める比率はパーセンテージにして 8 ポイント下落している。2000 年代に入り減少ペースは緩や
かになっているものの、引き続き農村人口が絶対数でも、総人口に占める比率においても減少







表 7-6：1990 年代から 2000 年代にかけての韓国の農村人口 
年度 1990 1995 2000 2005 2010 
総人口(A) 42,869 45,093 47,008 48,138 49,410 
農村人口(B) 12,000 9,560 9,343 8,704 8,629 




（2014 年 10 月 25 日閲覧） 
 
第 3 節 都市住民の就農 
 





















 韓国は、朝鮮戦争休戦後の 1950 年代半ばにベビーブームを経験している。 
26
 大韓民国政府 http://www.korea.go.kr.govTask/govTaskDetailView.do?seq=717&govCode=1543000








であった。1997 年 11 月、当時中堅財閥であった韓宝グループの経営破綻以降一気に深刻化し
た経済危機のため、表 7-7 に示されるように、翌 1998 年の失業率は前年比 4.4 ポイント増の 7%
にまで悪化した。表 7-7 からも読み取れるように、この時失業者の発生度合は都市部にあたる
非農村部の方が深刻であった。もともと韓国では、都市の失業率は農村のものよりも高くなる





年度 1995 1996 1997 1998 1999 2000 
全国平均 2.1 2.0 2.6 7.0 6.3 4.1 
農村 0.6 0.5 0.7 1.8 1.7 1.2 
非農村 2.3 2.3 2.9 7.7 7.0 4.5 
年度 2001 2002 2003 2004 2005 2006 
全国平均 3.8 3.1 3.4 3.5 3.5 3.3 
農村 1.2 1.0 0.9 1.0 0.9 1.1 
非農村 4.1 3.3 3.7 3.7 3.8 3.5 
出典：統計庁・国家統計ポータル
http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=B#SubCont
（2015 年 8 月 23 日閲覧） 
単位：％ 
注 1：韓国の公式統計では、18 歳以上 65 歳未満の男女のうち、労働の意思があるにもかかわら
ず無職である者のみを失業者と定義している。従って労働の意思を持たない者は失業者に
含まれない。 









ンファ、2014、pp. 6-10）。こうした事情を受け、政府や研究者の間では 1997 年以降、都市住民
の農村への移住を「帰農」および「帰村」と呼び28、その動向を調査する取り組みが始まった。
その取り組みの中で集計された毎年の帰農・帰村世帯数を示したものが、グラフ 7-1 である。
1996 年以前に帰農・帰村した世帯の数が出されていないため、1997 年の 1,841 世帯という数値
が高いのか低いのかは断定できないものの、同年から翌 1998 年にかけて、帰農ないし帰村した
世帯の数が 3 倍以上に増えていることは確認できる。しかし、その次の年である 1999 年には帰
農・帰村世帯数は 4000 世帯余りにまで減少し、2000 年にはさらに 1000 世帯余りにまで急減し













グラフ 7-1: 帰農・帰村世帯数の変遷 
 
年度 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 
世帯数 1,841 6,409 4,118 1,154 880 769 885 
年度 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 
世帯数 1,302 1,240 1,754 2,384 2,218 4,080 4,067 
年度 2011 2012 2013 2014  
世帯数 10,503 27,008 32,424 44,586 
単位：世帯 
出典：イ・ジョンファほか（2014、p. 14）．但し、2013 および 2014 年度のみ『農民新聞』2015
年 3 月 23 日付に掲載された速報値を掲載 
 
しかしグラフ 7-1 の付表によると、2002 年に 769 世帯まで減少した帰農・帰村世帯数は、翌
2003 年以降、反転して増加傾向を見せている。例外的に 2004 年から 2005 年にかけて、および
2009 年から 2010 年にかけては微減となっているが、それを除くと、2013 年まで、帰農・帰村
した世帯の数は一貫して増え続けている。また、近年の増加の傾向は、経済危機直後の 1998
































































































て相当に上下していることが分かる。すなわち、1990 年から 1995 年にかけての 5 年間の減少
率が 20％以上に達し、また 2000 年から 2005 年にかけての 5 年間でも 6％以上の減少率が見ら















表 7-8：1990 年代以降の都市と農村の人口および農村人口減少率 
年度 1990 1995 2000 2005 2010 
都市人口 32,290 34,991 36,642 38,337 39,363 
農村人口 12,000 9,560 9,343 8,704 8,629 




（2015 年 8 月 23 日閲覧） 
注 1：千人未満の値は四捨五入してある。 





表 7-9：1997 年以降の失業率の変遷 
年度 1997 1998 1999 2000 2001 2002 
失業率 2.6 7.0 6.3 4.1 3.8 3.1 
年度 2003 2004 2005 2006 2007 2008 
失業率 3.7 3.7 3.7 3.5 3.2 3.2 
年度 2009 2010 2011 2012 2013 2014 




（2015 年 8 月 23 日閲覧） 
注：本表の失業率は、心身障害者や就労意思のある高齢者、主婦などを労働人口に参入したも
ので、表 7-7 で引用した 2003 年以前のデータとは集計方法が異なる。 
 








第 4 節 帰農者に対する調査 
 

































している。具体的には、農業の創業資金として世帯当たり最大 3 億ウォンを年利 2.0%で貸し付
ける、移住先となる農村での住居整備費用として 5000 万ウォンを年利 2.7％で貸し付ける、農
業に就労する上で必要な知識について、100 時間から 130 時間分の無償教育を施すという 3 つ
のプログラムが盛り込まれている29。政府による支援策の実施を受け、全国各地の農村自治体





ている自治体もある。こうした政府・自治体の動きが本格化した 2010 年以降、グラフ 7-1 にも
示されていたように帰農者の増加ペースは著しく高まっている。 
  
                                                        
29
 政府の帰農者に対する支援は農村振興庁・帰農帰村総合センターウェブサイト























年利 2.0%の農業創業資金貸与（1 世帯あたり 3 億ウォンまで） 








帰農後 1 年間、月額 30 万ウォンを定着支援金として給付 
 




農業技術教育受講時、月額 40 万ウォンの手当支給 
低温貯蔵庫購入資金を給付（1 世帯あたり 1250 万ウォンまで） 
帰農創業時の農業機械購入費用補助（1 世帯あたり 500 万ウォン
まで） 
兼業帰農者に対する人件費補助（時給換算 7000 ウォン以内） 
出典：農村振興庁帰農帰村総合センター http://www.returnfarm.com/www/c2/sub1.jsp（2015 年 8





2000 年代以降、帰農・帰村者を 10 年に渡って増加させている理由の一つとして、ベビーブー
マーの定年退職を指摘している31。韓国は 1953 年に朝鮮戦争が休戦となった後、1960 年代にか
                                                        
30
 例として『農民新聞』2014 年 8 月 15 日付など。 
31











の平均年齢は 47 歳であり、50 歳代が帰農・帰村者全体に占める割合は 36％程度である32。こ


































表 7-11：2013 年全南大学の調査における回答者と主な営農内容および移住理由 
番号 内容 主な移住理由 番号 内容 主な移住理由 
1 稲作 都市生活でのストレス 12 畑作 都市生活でのストレス 
2 畜産 （明確な回答なし） 13 畑作 都市生活でのストレス 
3 畑作 都市生活でのストレス 14 果樹 （明確な回答なし） 
4 薬草 （明確な回答なし） 15 畑作 親族からの農業継承 
5 畑作 農村での就労希望・自己実現 16 畜産 農村での就労希望・自己実現 
6 畑作 都市での事業失敗 17 薬草 都市生活でのストレス 
7 畜産 農村での就労希望・自己実現 18 複合 都市生活でのストレス 
8 畑作 家庭菜園に由来する関心 19 畑作 農村での就労希望・自己実現 
9 果樹 都市生活でのストレス 20 畑作 都市生活でのストレス 
10 畑作 都市生活でのストレス 21 畑作 農村での就労希望・自己実現 






に挙げたのは 1 人（回答者番号 15）だけであり、都市での事業の失敗を理由に挙げた回答者も









来するストレスや不満から就農した回答者は 15 人おり、都市で家庭菜園を営んでいたという 2
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を追っていくと、以下のように 2 つに分けることができる。1 つは、都市の慌ただしい生活に
違和感を覚えたり、会社勤めで体調を崩したりなど、都市生活を継続することに心身の負担を
感じるようになったというもので、9 人の回答者がこれに該当する（回答者番号 1, 3, 9, 10, 12, 13, 
17, 18, 20）。都市生活、特に会社勤めが原因で体調を崩したり、精神的にストレスを抱え込む
ようになるという点34は、既に 2003 年頃から全国的に社会問題化しているが（玉置、2003、pp. 







人々である。上記イ・ジョンファの調査では、6 人の回答者がこれに該当する（回答者番号 5, 7, 















前後して農村へ移住する事例と並んで多く、帰農の主要な動機となっている。（2014 年 8 月 22 日、
ソウル特別市農業技術センターにてインタビュー実施） 
35































































































の水準に達しているのだろうか。この点について 2001 年から 2012 年まで 12 年間の都市勤労世
帯と農家世帯の所得を並べたものがグラフ 7-2 である。この統計データを見てまず気付くこと












グラフ 7-2：2000 年代における都市勤労世帯年間所得と農家世帯年間所得の比較 
 
年度 2001 2002 2003 2004 2005 2006 
勤労世帯所得 31,500 33,504 32,532 30,060 31,740 32,964 
農家所得 23,907 24,475 26,878 29,004 30,503 32,303 
年度 2007 2008 2009 2010 2011 2012 
勤労世帯所得 37,176 39,444 39,360 41,208 43,344 46,056 





（2015 年 9 月 4 日閲覧） 
注 1：「農家経済調査」に掲載されている農家所得は、付表 1 に記した「農業総調査」に記載さ
れる値とは必ずしも一致しない。これは、毎年実施される「農家経済調査」と 5 年に 1 回実
施される「農業総調査」とでは、農家所得の算出方法が異なるためである。 
注 2：勤労世帯所得、農家所得ともに、2002 年以前の数値は一人暮らしの世帯を調査対象外と





















経営形態を踏まえた時、より明確なものとなる。表 7-12 は、グラフ 7-2 で記した農家の年間所
得を、専業、第 1 種兼業、第 2 種兼業40という経営形態別に細かく分けたものである。いずれ
の経営形態も、都市勤労世帯の所得と異なり、農家所得が上昇傾向にあるとは言い難いが、見
方を変えれば、どの経営形態を見ても農家所得はほぼ横ばいであり、低下傾向にはないといえ
る。また、専業農家の世帯所得が最も低く、第 1 種兼業、第 2 種兼業と、世帯所得全体に占め
る農業所得の比率が低下する経営形態になればなるほど世帯所得が上昇する点は、いずれの年
も共通している。先述の通り、全南大学による帰農者への聞き取り調査では、22 人の回答者の
うち 6 人が NGO の活動や健康食品の生産・販売など、都市に居住していては実現できない行
動を実践するために帰農したとしている。このうち、就農し、耕作を行った後に収穫した農産
物を加工するなどして純然たる農業所得以上の収入源を確保していると回答している者が 3 人
いる（回答者番号 7, 21, 22）。また、都市生活でのストレスなどを原因として帰農したと回答し
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 韓国政府の統計における兼業農家の類型の定義は、日本と同様である。即ち、農業所得が非農業











年度 2006 2008 2010 2012 
専業農家 27,844 24,631 26,793 24,065 
第 1 種兼業農家 36,772 34,849 33,824 34,440 
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 筆者による羅州市農業技術センターにおけるナ・ユジョン指導員へのインタビューより（2014























の身に就けた経営ノウハウや機械技術を農業以外の分野で活用するべく、第 2 次・第 3 次産業
に就労することを妨げるものとはなっておらず、従って就農者の確保に必ずしも貢献しないと
いう課題を抱えていた。こうした中の 2000 年代半ば、1950 年代に生まれたベビーブーマーが







ムの提供という 3 段階によって構成されている。第 1 段階にあたる就農の勧誘は、大都市、特
にソウル首都圏における帰農者招致イベントの開催という形をとられることが多い。その一例
として、2014 年 8 月 22 日から同 24 日までソウル特別市江南区にある農林部所有の大型展示場・



























































支援するようになった 2009 年は、前年 2008 年に比べて農村移住世帯数が 2000 世帯あまりから
4000 世帯あまりへとほぼ倍増している。その後、2011 年にはこの数値が 10000 世帯を突破し、
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 筆者によるソウル特別市農業技術センターにおける、チン・ウヨン主任研究員へのインタビュー
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まず、1961 年 5 月のクーデタで権力を掌握した際、朴正煕らクーデタ勢力が発表した「革命
公約」は、農業部門や工業部門など個別の産業政策について言及するものではなかったが、第
4 項で民生の改善を明記し、貧困対策の実施を公約の一つに掲げていた。そして政権掌握 1 カ
月後には、当時の農家の多くが直面し、その生活を圧迫していた高利貸からの借入を事実上帳
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 ただし、セマウル運動が本格実施されるようになった 1972 年以降、韓国の大統領選挙は間接選挙






































http://www.moleg.go.kr/lawinfo/governmentLegislation/process/processschedule/（2015 年 12 月 14 日閲
覧） 
5


















計画の原文にもそれは反映されている。朴正煕の死後も、金泳三政権期の 1993 年までは 5 カ年
計画が名称や政治的位置付けを変えつつ作成され続け、崔圭夏を除く全斗煥、盧泰愚、金泳三
という 3 人の大統領の下で新たな計画が開始されているが、朴正煕政権期には各計画の冒頭に











                                                        
6
 例えば世界銀行は、農業インフラの未発達が途上国農村部の発展を妨げているという観点に立ち、
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 大田国家記録情報センター所蔵フィルム（管理番号：CET0008599）. 国家記録院
http://theme.archives.go.kr/next/semaul/detail.do?param=0014531584%7C962120000（2015 年 10 月 2
日閲覧） 
9






























年 5 月にクーデタが発生して以降、1993 年 2 月に金泳三政権発足までの 30 年以上に及ぶ期間
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 朴正煕は第三共和国憲法に基づく大統領選挙直前の 1963 年 8 月に、全斗煥は維新憲法に基づい



















































































具体的な検討を行った第 2 章から第 8 章までの議論を総括し、結論と含意、および今後の課題
を提示する。 
1961 年 5 月のクーデタで政権を掌握した陸軍少将・朴正煕らは、政権掌握直後の革命公約で
民生の改善を掲げ、また翌 6 月には高利私債整理法によって農民の高利貸からの債務を帳消し
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者世帯の平均年間所得 29 万ウォンに対し、農家世帯の年間所得は約 21 万ウォンにとどまり、
両者の所得格差は 1.5 倍にまで拡大した。 


































うにするという 1970 年代の政策の基調は維持されてきたのである。 

























立させるものであった。つまり、1970 年代の農政は 1960 年代の増産重視農政からの路線変更
ではなく、むしろその延長線上において展開されたものだったと言えるのである。同様に 1980



















































































表 1: 韓国における都市勤労者世帯所得と農家所得 
年度 1963 1965 1970 1975 1980 1985 
勤労者所得 71 101 338 786 2,809 5,085 
農家所得 93 112 253 872 2,693 5,736 
年度 1990 1995 2000 2003 2004 2005 
勤労者所得 11,319 22,933 28,643 35,280 37,360 35,930 
農家所得 11,026 21,803 23,072 26,878 29,001 30,503 
年度 2006 2007 2008 2009 2010 2011 
勤労者所得 41,320 44,105 46,736 46,238 48,092 50,983 




（2015 年 8 月 29 日閲覧） 
注 1：農家所得について、2000 年以前は 5 年ごとに実施される農業総調査のデータを、2003 年
以降は毎年実施されている農家経済調査のデータを掲載している。 
注 2：勤労者所得については、2009 年にそれまで農村に分類されていた一部地域を都市に分類












表 2: 韓国における都市および農村人口の推移 
年度 1960 1966 1970 1975 1980 1985 
総人口 24,989 29,436 32,241 35,281 38,124 40,806 
都市人口 6,997 n.a. 12,928 16,769 21,409 26,418 
農村人口 17,993 n.a. 18,504 17,905 15,996 14,001 
年度 1990 1995 2000 2005 2010  
総人口 42,869 45,093 47,008 48,138 47,991 
都市人口 32,290 34,991 36,642 38,337 39,363 




as_div=C&idx_sys_cd=540&idx_clas_cd=1（2015 年 8 月 29 日閲覧） 
農村人口・都市人口＝統計庁・国家統計ポータル 
http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=A
#SubCont （2015 年 8 月 29 日閲覧） 
注 1：千人未満の値は四捨五入した。 









表 3: 1970 年代以降韓国における農家世帯数・耕地面積 
年度 1976 1978 1980 1982 1984 
農家世帯数 2,335,856 2,223,807 2,155,073 1,995,769 1,973,539 
耕地面積 2,239,692 2,221,918 2,195,822 2,180,084 2,152,357 
一戸平均面積 0.96 0.99 1.01 1.09 1.09 
年度 1986 1988 1990 1992 1994 
農家世帯数 1,905,984 1,826,344 1,767,033 1,640,853 1,557,989 
耕地面積 2,140,995 2,137,947 2,108,812 2,069,933 2,032,706 
一戸平均面積 1.12 1.17 1.19 1.26 1.30 
年度 1996 1998 2000 2002 2004 
農家世帯数 1,479,602 1,413,017 1,383,468 1,280,462 1,240,406 
耕地面積 1,945,480 1,910,081 1,888,765 1,862,622 1,835,634 
一戸平均面積 1.31 1.35 1.36 1.45 1.47 
年度 2006 2008 2010 2012 2014 
農家世帯数 1,245,083 1,212,050 1,177,318 1,151,166 1,120,776 
耕地面積 1,800,470 1,758,795 1,715,301 1,729,982 1,691,113 





（2015 年 7 月 25 日閲覧） 
注 1: 本表における耕地とは、農地のうち調査時点で耕作実態のある土地を意味し、放牧地や
休耕地を含まない 





年度 1960 1962 1964 1966 1968 
価格指数 1.0 1.2 2.6 2.5 3.2 
年度 1970 1972 1974 1976 1978 
価格指数 4.3 6.8 10.2 15.6 20.9 
年度 1980 1982 1984 1986 1988 
価格指数 33.9 41.6 43.2 50.7 57.4 
年度 1990 1992 1994 1996 1998 
価格指数 63.1 68.5 74.4 92.9 99.9 
年度 2000 2002 2004 2005  
価格指数 109.8 104.5 112.3 100.0 
単位：2005 年を 100 とした、穀類の農家販売価格指数 
出典：統計庁・国家統計ポータル
http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=F#SubCont




表 5：韓国農政関連年表 （農業・農政関連の項目を太字で表記） 









































































第 1 次農業増産 5 カ年計画 
朝鮮戦争休戦協定調印 
政府の農地買上・分配事業が完了 
アメリカで PL480 成立、韓国への食糧支援本格化 





















































































第 2 次経済開発 5 カ年計画終了 
第 3 次経済開発 5 カ年計画開始 




第 3 次経済開発 5 カ年計画終了 








第 4 次経済開発 5 カ年計画終了 
第 5 次経済開発 5 カ年計画開始 





第 5 次経済開発 5 カ年計画終了 









































































第 6 次経済開発 5 カ年計画終了 
第 3 次国土総合開発 10 カ年計画開始 
親環境農業認定制度施行 
盧泰愚大統領退任、金泳三大統領就任 








































表 6: インタビュー対象者一覧 
本研究に際し、インタビューを行った人物は以下の通り。 
実施日 実施場所 氏名 所属部署・役職 
2014 年 8 月 21 日 
 
2014 年 8 月 22 日 
 
2014 年 8 月 27 日 
 

























注 1: 敬称略 
注 2: 対象者の所属部署はいずれもインタビュー当時 
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